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要　旨
　本研究では，制度福祉中心の行政システムの機能不全に対応する地域福祉推進の組織
整備に注目し，それが機能するメカニズムとして職員のリーダーシップに着目する．制
度福祉の制約を乗り越える，新システムの形成において，その実質的担い手となる自治
体職員のリーダーシップは重要な要素となる．本研究では，芦屋市の中間マネジャーの
取り組みを取り上げ，リーダーシップが発揮される局面と，その展開に潜んでいるリー
ダーシップ発揮の環境的条件について探る．
　分析方法としては，主に振り返りの手法を用いるが，2人の中間マネジャーの振り返
りを 2人の研究者が促進する形をとる．振り返りを通じて，トータルサポート体制をは
じめ，独自の地域福祉推進体制を構築してきた芦屋市地域福祉課の時間的展開を探る．
その展開においてリーダーシップが発揮された 4局面を取り上げ分析する．
　4局面は，困難事例からの権利擁護支援の展開，困難事例の支援を通じたトータルサ
ポート体制の実体化，モデル事業を活用した庁内横断的な体制の整備，庁内連携を越え
た地域内連携への挑戦，である．分析の結果，リーダーシップによる新規体制づくりと
新規体制の運用に求められるリーダーシップとが好循環することと，中間マネジャーの
リーダーシップによる人材育成の環境整備が行われることを示す．
キーワード：地域福祉，行政組織，中間マネジャー，リーダーシップ，人材育成
１．研究の目的
　制度福祉を中心とする行政システムの機能不全は，「制度の狭間」問題として端的に示すこと
ができる．その狭間問題を乗り越えるための方策が様々な形で工夫されているが，国レベルだけ
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ではなく，自治体レベルのイニシアティブがより求められているのが近年の制度・政策の動向で
ある1）．とくに，制度福祉の狭間問題に対しての地域福祉への期待は大きく，地域福祉を担う行
政の形成こそ，制度福祉体制の機能不全を乗り越える自治体のイニシアティブとして注目される
（平野 2008；2010）．
　自治体のイニシアティブにおいては，首長のリーダーシップが主に注目されてきた．首長のマ
ニフェストには，「行政改革」という新たな行政システムへのリーダーシップがよく示されてい
る．その中で，制度福祉とは異なる新たなシステムとしての地域福祉の推進体制づくりは，行政
改革の取り組みにおいても一種のきっかけやツールとして用いられた2）．地域福祉を担う行政組
織の形成そのものが，行政組織の改革につながるということである．
　しかし，首長のリーダーシップが強力な動力になるとしても，それだけで地域福祉の推進体制
という新システムが機能するとは限らない．そのシステムを実質的に担うのは職員であり，むし
ろ職員のリーダーシップ（自発的主体性）がどのように発揮されるのかがシステムとしての機能
形成に重要といえる．トップ・マネジメントによる行政組織改革も，結局，新たな組織機構や仕
組みづくりというより，職員の意識（組織文化や風土）にかかっている3）．
　職員のリーダーシップといえば，一般的に職員の意識レベルとして捉えられる．それは「外圧
的なアプローチというより，内発的改革に賭ける」（宮入他 2011：143）ものである．言い換え
れば，職員のリーダーシップは内発的なものであり，その内なるものが発揮されるような環境づ
くりが，新たなシステムの機能形成に求められるということである．まさに地域福祉推進の体制
整備というのは，マニュアル通りに進むものではなく，職員の自発的主体性の発揮によってそれ
ぞれの自治体の実状に合ったものとして工夫されなければならない．その点で，職員のリーダー
シップの具体像とそれが発揮できる環境・条件により注目する必要がある．
　したがって，本稿では，制度福祉中心の行政システムの機能不全に対応する地域福祉推進の組
織整備に注目し，それが機能するメカニズムとして職員のリーダーシップに着目する．これま
で，職員のリーダーシップは概ね分析外のものとされてきた．リーダーシップの発揮を個人の資
質に限定して扱ってきたのである．しかしながら，制度福祉の制約を乗り越える新たなシステム
を形成していく上で，その担い手となる自治体職員のリーダーシップは重要な要素となる．
　それゆえ，本稿では，職員のリーダーシップそのものに着目し，リーダーシップが現れる局面
と，その展開に潜んでいるリーダーシップ発揮の条件とは何かについて探る．個人の資質にとど
まらない，職員のリーダーシップ発揮の条件を探ることによって，地域福祉の推進において現れ
ている自治体の格差，すなわち職員のリーダーシップ発揮の格差の実体に近づくことができる．
　２．研究の方法
　１）分析対象
　本稿では，芦屋市地域福祉課の展開における中間マネジャーの取り組みを分析対象として取り
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上げる4）．田尾（2015）は，首長のトップ・マネジメントと中間マネジャーの役割を相対化し，
「トップ・マネジメントは政治的に考え行動するが，この職位以下は真の意味で行政的に，要は
技術的に考え行動する」として中間マネジャーに着目する5）．組織の中で，実質的な要になるの
は中間マネジャーであり，彼らのリーダーシップがより注目されるのである．
　芦屋市の地域福祉課は，2000年代の法制度の改定に合わせて 2002年度に設置されたが，市の
組織改編により 2004年度には総務課と変更され，2007年度に再び地域福祉課の名称に戻り，現
在に至っている．単なる組織機構の設置が，既存システムの機能不全に対応する新システムとし
ての機能につながるわけではない．芦屋市の地域福祉課の展開には，地域福祉の推進体制として
整備されていくプロセスがある．
　2018年度現在，福祉部の中で一番多い 23名の職員体制となっている地域福祉課は，「トータ
ルサポート体制の構築等，包括的支援体制を全国に先駆けて整備している」（厚生労働省 2018）．
包括的支援体制は，制度の狭間問題をはじめ，制度福祉システムの機能不全を克服する行政体制
として国が示しているものであり，芦屋市地域福祉課の「トータルサポート体制」はそのモデル
として注目されている．こうした芦屋市の新システムの構築において，地域福祉課の課長等を
担った，2人の中間マネジャー（細井・寺本）の存在は大きい．
　２）分析方法
　地域福祉課の展開における 2人の中間マネジャーの取り組みを分析するために，本稿では，振
り返り（リフレクション）の手法を用いる．2人の中間マネジャー（細井・寺本）と 2人の研究
者（朴・平野）が対話しつつ振り返りを行う．振り返りは，これまでの実践経験を共有・共感す
る，他者との対話を通じてさらに深まり，新たな振り返りの気づきが生まれる（野田他 2009）．
自己のあり方や行動について「誰か」を相手に説明するとき，日常的には無意識かつ暗黙のうち
に行っている事柄をメタ（高次）な視点で眺めることができ，振り返りが促進されやすい（金
井・中原 2009）．
　対話型の振り返りを進めるにあたって，2人の中間マネジャーは，地域福祉推進の行政体制の
展開について，自己内の振り返りを行い簡単なレポートを作成した（2017年 7月，2018年 5月）．
そのレポートをもとに，研究者は 2人の中間マネジャーに対してヒアリング（2017年 7・11月）
とともに，本研究の視点から対話しつつ振り返りを進めた（2018年 8・10・11月）．こうした実
践者と研究者との共同作業ということから，本稿は 4人の共同執筆とする．なお，本稿では，個
別事例が取り上げられるが，個人情報に触れるような資料としては扱っていない．
　３）分析内容
　芦屋市の地域福祉課は，トータルサポート体制をはじめ，独自の地域福祉推進体制を構築して
きた．そこには，新たな組織機構の設置というハード面の整備だけではなく，実質的な機能につ
ながるソフト面の整備が行われている．そのプロセスの中で，職員はどのようにリーダーシップ
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を発揮し，誰も経験したことがない新たな体制をつくり上げてきたのかについて探る．
　ただし，それを探る上で，2人のマネジャーとしての立場とリーダーシップの発揮とを区分す
る必要がある6）．マネジャーは，「フォーマルであり，指示・命令を通して部下という受け手に
影響を与える」（田尾 2015：74）立場である．本稿では，そのマネジャーという立場に加えて，
リーダーシップ（自発的主体性）の行動があって行政組織の硬直性を打開してきた点に着目す
る．
　それゆえ，中間マネジャーの振り返りを中心に，地域福祉課の中で新たな機能が整備されてい
く，時間的展開に着目する．2人の中間マネジャーの振り返りから，地域福祉推進の体制整備へ
と，リーダーシップが発揮される重大局面を探すために，クロノス
4 4 4 4
とカイロス
4 4 4 4
という 2つの時間
軸の概念を採用する．振り返りを通じて，流れ去った物理的時間（クロノス）の中で，チャンス
やタイミングとして意味づけられる質的時間（カイロス）を探ることである7）．意味づけられ意
識されるカイロスのときこそ，中間マネジャーがリーダーシップを発揮した局面といえよう．
　以下では，まず，振り返りを通じて，中間マネジャーが意味づけている質的時間として，地域
福祉推進体制の展開において中間マネジャーのリーダーシップが発揮された「はじまり」や「重
大局面」8）は何かを探す（3．）．その後，新システムの展開に向けて，「はじまり」や「重大局面」
において，リーダーシップがどのように発揮されたのかを探る（4．）．最後に，上記の内容を踏
まえて，そのようなリーダーシップが発揮される条件とは何かを考察する（5．）．
　３．中間マネジャーのリーダーシップが発揮された局面
　１）中間マネジャー（細井・寺本）の業務の振り返り
　2人の中間マネジャーが福祉部に異動してからの振り返りとして進める．中間マネジャーとし
ての履歴を簡単に紹介しておく．健康部門の業務に就いていた細井（保健師）は，2006年度保
健福祉部（現福祉部）高年福祉課へ異動し，介護予防関連の仕組みづくりに関わった．その後，
2011年度に地域福祉課に異動し，トータルサポート体制の最初の専任であるトータルサポート
担当課長となった．2015年度に地域福祉課長となり，2018年度にこども・健康部（健康課）へ
異動した．事務職である寺本は，2007年度に保健福祉部（現福祉部）に異動し介護保険を担当
した（課長補佐）．その後，2010年度に地域福祉課長，2012年度には保健福祉部長（のちに福祉
部長）を経て，2018年 3月に退職した．以下の内容は，概ね 12年間の 2人の振り返りである．
　「○○課」の業務とは，その領域における業務であり，縦割りの組織においては，その業務を
超えることは，「厄介」なこと，仕事が増えるといった意識に支配され，なかなか他の部署との
連携につながらない．国等から示される新たな業務について，「こちらとは関係ない」といった
業務の押し付けあいに時間を取られることは日常茶飯事である．縦割りは上意下達には有効な体
制ではあるが，新たな事象に関しては，上位からくる指示命令への待ちの姿勢によって，現場の
職員が自ら思考し，判断し行動するプロセスが失われることが多い．
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　地域福祉推進の取り組みは，これらの職場風土の改革と，何よりも現場職員に自ら判断し行動
する姿勢を身につけるために有効な手段であった．2010年度に全国初の「権利擁護支援セン
ター」を設置した芦屋市は，2011年度に新たな組織体制「トータルサポート担当」を地域福祉
課に設置した．そこには，様々な困難があった．寺本（当時の地域福祉課長）は，細井と議論を
重ねながら，保健福祉部長や総務部長等と精力的に協議し続け，制度横断的な仕組みをつくるこ
とによって，世帯支援のみならず，税や保険料の滞納解消にもつながることを説いていった．そ
の結果，トップの承認を得ることができた．新たに動き出した組織は，環境や都市整備等の他部
署がゴミ屋敷世帯への対応に行き詰っていた時に関わり，問題の解決を支援した．その後，多く
の職員がトータルサポート担当を訪れることとなり，その地位を固めていくことになった．
　第 2次地域福祉計画の推進に入り，住民がなかなか関われなかった第 1次計画の反省のもと，
策定段階から多くの住民参加を図り，計画策定後も住民主体による 3プロジェクトを推進した．
また，保健福祉部門のマスタープランであることを明記し，制度福祉の領域を越えた連携と，
トータルサポートの仕組みづくりとの相乗効果を意図した．評価の際には，関係各課の職員にイ
ンタビューを行い，ともに地域福祉を考えた．これらの取り組みによって，庁内の主要な施策と
して地域福祉が認められてきた．しかし，縦割りの意識は，まだまだ根強いものがあった．
　寺本は 2012年度に保健福祉部長となった．当時の保健福祉部は 2部長制であったため，地域
福祉と高齢福祉は別の部門の所掌であった．地域福祉等を所掌していた寺本は，領域を越えた取
り組みを実施するには，不十分な体制であると認識し，トップとの協議を行い，2013年度から
高齢福祉も所掌するようになった9）．高齢福祉と地域福祉とがつながる体制づくりは，2015年度
の介護保険制度の改正に伴った総合事業の推進につながる．地域福祉課長となった細井は，その
総合事業体制づくりを進めることになる．
　一方，福祉部では，毎週部内の各課長が集まって部会を開催し，情報の共有や課題の共有等を
行っていた．職員の意識向上や新たな仕組みを創造するために，2012年度から庁内の「芦屋
GrowUpチャレンジ」に福祉部全体で取り組んだ．この取り組みも各課が積極的に支援すると
いう共通理解のもとで進められ，課の垣根を低くし，関係する課が集まって業務の役割分担を行
い，効率的に解決していくといった連携につながった．また，実施においては人材育成の観点か
ら若手職員を中心に活動を行うように方向づけた．寺本（部長）も若手職員との懇談会を行う
等，福祉部が目指す方向性について直接若手職員との共有を進めた．
　こうした共通理解を図る作業は，福祉部を越えて庁内の横断的対応の必要性にまで拡がる．そ
の最初の取り組みが，8部 17課の職員で設置した，「生活困窮者自立支援事業の推進に係るプロ
ジェクト・チーム」（2014年度）である．それを活用し，福祉部のみならず，庁内体制として連
携を認識する取り組みとして実施した．なお，地域福祉の位置づけを庁内で明確にすることも共
通理解を図る作業につながった．これまでの実績をもとに市の上位計画である「総合計画」や
「創生総合戦略」にも地域福祉の推進内容を明記することができたのである．
　近年の行政改革にかかる「全世代交流に向けたプロジェクト・チーム」（2017年度）の実施は，
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福祉を越える取り組みとして進められた．これまでの福祉施策は，行政と専門職，そして住民が
主体となって進めてきたが，2018年度からの社会福祉法の改正に伴い，「自発的福祉の推進と多
様な主体との連携の必要性」が触れられ，民間企業等とも連携した新たな分野での取り組みを進
めることになった．
　２）振り返りから意味づけられるリーダーシップ発揮の局面
図 1　地域福祉推進の組織整備における 2時間軸（クロノス・カイロス）の展開と 4局面
　中間マネジャーの振り返りから，地域福祉推進の組織整備においてリーダーシップが発揮され
る「はじまり」としては，「トータルサポート体制」がつくられる背景に当たる「事例 A」に注
目することができる．事例 A等の経験が発端となり「権利擁護支援センター」が設置され10），
現在のトータルサポート体制のあり方も後押しされることとなった．
　2人の中間マネジャーは，地域福祉課に異動する前の介護保険担当時に「事例 A」を経験する．
事例 Aは，当時の行政体制としては対応が難しく，制度の狭間におかれた困難事例であった．
支援に行き詰った高齢担当の職員がバーンアウトする等，事態は深刻化していた．地域包括支援
センターの職員も養護者支援に行き詰まり，悩みを抱え続ける状態が続いていた．この事例で危
機感を持った 2人は，地域福祉課への異動というタイミングに合わせて，地域福祉課の新体制整
備に取り組む．細井は保健師としての専門性から，寺本は制度等を実現していくプロセスをコー
ディネートしていくといった，専門職と事務職が共通の目的に向かって役割を分担し取り組んだ
ことが地域福祉課の新転換の大きなきっかけとなっている．
　次に，新しくスタートした地域福祉の推進体制が発展・強化されていく上で発揮されるリー
ダーシップの局面である．第 1に，トータルサポート体制がつくられてから，横文字の新たな組
織体制が行政内で認められる局面である．ここで注目されるのが事例 Bである．事例 Bは，事
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例 Aと同様に制度の狭間におかれた困難事例であり，トータルサポートの担当職員（細井）が
若手職員（保健師）とともにその事例に対応することで，横断的な連携の取り組みを実体化さ
せ，それが行政内の承認につながる．
　第 2の局面は，福祉部を越えた庁内連携体制による仕組みづくりが機能する展開である．生活
困窮者自立支援という新たな仕組みづくりにおいて，プロジェクト方式を採用することで，庁内
の 8部 17課が参加する横断的体制を実施することができる．その後，福祉をテーマとした庁内
連携の仕組みづくりはさらに拡がる．
　第 3の局面は，庁内連携体制を越えて，新たな主体との協働を試みながら，まちづくりとの融
合可能性を示す展開である．地域福祉は地域住民を想定した協働の取り組みが言われてきたが，
新たな地域福祉の担い手として，民間企業等とも協働を試みる段階である．企業との協働を取り
入れることによって，創生総合戦略においても地域福祉がリードする可能性が示されている．
　4．リーダーシップ発揮の 4局面における組織体制整備の振り返り
　1）はじまり：事例 Aからの権利擁護支援への展開
【事例 A11）】50代の娘と 80代の母親が同居していたが，ゴミ屋敷の状況となり，税金の滞納等
が生じていた．地域包括支援センターがかかわり，養護者（娘）支援を試みていたが，制度的
な支援の根拠がなく，なかなか支援が進まない状況であった．
　制度の狭間支援の必要性を感じながらも，具体的な取り組みや体制の構築においてのイメー
ジ，すなわち体験は充分ではなかった．実質的な地域福祉推進体制が権利擁護支援センターの立
ち上げやトータルサポート体制の整備等，「権利擁護支援（アドボカシ）」からスタートしている
のは，事例 Aへの対応（2009年）による具体的な成功体験に基づいている．
　制度の範疇にない養護者支援をどのようにアプローチするのかが分からず，支援が行き詰まっ
ていた．当時，高齢者支援の専門職には，本人支援以外に同居家族（養護者）に対する支援にか
かわる根拠がなかったため，ケースを抱えたまま，進展が見えない状況が続いていた．支援要請
によって，介護保険担当に配置されていた保健師（細井）が支援に加わり，訪問を重ねながら，
養護者支援を具体的に考えるようになった．制度の狭間に置かれ，社会的に孤立し生活に困って
いた，養護者の複合的な課題については，医療機関等と連携した支援が必要であった．
　本人と養護者の両方の世帯支援の必要性から，関係者間の情報共有，支援方針の合意，明確な
役割分担が求められた．特に家屋内のゴミ出しについては，環境部門等をはじめとした庁内の各
部署との連携によって，整理を行い生活環境を整えた．養護者の意思を支援に反映していくため
に成年後見制度の利用支援等，世帯が抱えていた様々な課題を解決につなげ，公租公課等の滞納
も解消できた．
　当該支援には様々なつながりがあり，関係者にとっても「win-win」の関係をつくることがで
きた．こうした制度の狭間支援の体験から，行政内の横断的な支援体制の必要性は，より明らか
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になったが，世帯支援への行政体制はまだ不十分であった．業務の根拠が明確でない支援につい
て，行政は何を根拠に関われるのか．この事例をきっかけに「制度の狭間問題を権利擁護支援と
して引き受けていく」行政内の仕組みづくりが始まる．
　２）局面①：事例 Bによるトータルサポート体制の確立（行政内の承認）
【事例 B12）】50代の夫婦と息子の 3人世帯がゴミ屋敷の状態で暮らしていた．関係各課で対応
していたものの，表層部分であるゴミの整理ができないことだけに対応する期間が長く続いて
いた．その中で，母親の疾病や引きこもりの息子への対応等，本質的な課題への支援は未着手
であった．
　トータルサポートという担当ができてからの初めての困難事例である．業務内容が未確立な中
で，トータルサポート体制とは何かを事例 Bへの対応を通じて実体的に示した．それが新体制
の実質的な庁内での認知や承認につながるきっかけとなる．
　家族全員が課題を抱え，さらに近隣からの苦情により，市の環境部門が関わることになってい
たが，課題が見えたとしても，家に立ち入ることができず，家族員それぞれが抱える課題への対
応方法が分からない状況が長く続いていた．支援要請によりトータルサポート担当（細井）が支
援に加わり，世帯（家族）との接点をもちながら，庁内で世帯に関わる部署との連携や役割分担
等を行い対応した．さらに，世帯支援を基本として，それぞれの家族員の個別課題への対応に留
まるのではなく，家族の暮らしや近隣との関係性に配慮した支援を行った．
　トータルサポート担当が関わったことで，行き詰まった課題が解決されると，新体制が地域福
祉に配置されたことが行政内で承認されるようになる．「福祉に関わったら，行き詰まったもの
が解決する」という流れが庁内でつくられ，行政の技術系（道路，環境，建設等）の職員が地域
福祉課に相談に訪れることが多くなり，「世帯支援」が可視化されていくことになる．
　「世帯」を支えている要素は，「住まい」「子育て」「教育」「医療」「介護」「環境」等々である
ため，庁内がつながらなければ支援できない．庁内連携の実体を見せることで，庁内において，
「トータルサポート担当」の認知につながるとともに，地域での認知にもつながった．以後，
トータルサポート体制は人員を増やしつつ確立されていく（2018年現在 8名体制）．ただし，そ
れは他部署の利害と世帯支援とを一致させたということからの承認であり，必ずしも地域福祉の
推進体制を理解したことではなかった．
　3）局面②：モデル事業を活用した庁内横断的な体制の整備
【生活困窮者自立支援事業の推進に係るプロジェクト・チーム（2014年度）】生活困窮者自立支
援法の施行に向けて，地域福祉課が担当部署を担うことになった．社会的に孤立している状況等，
生活困窮者を幅広く捉え，その支援体制をつくるために，8部 17課の職員が集まり検討した．
　地域福祉の推進体制への庁内理解を進める上で，モデル事業を活用した，生活困窮者自立支援
事業の仕組みをつくるプロジェクトの立ち上げは有用であった．これまでの庁内連携体制に加
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え，庁内の窓口に訪れる生活困窮者を的確に把握し，自立相談支援の窓口へ適切に「つなぐ」こ
とを実現させるために，さらなる横断的体制の整備につながる地域福祉の理解が求められる．
　トータルサポート体制によって，横断的連携が取られるようになったが，それは必ずしも地域
福祉の推進体制への理解につながったわけではない．誰もが「住まい」「子育て」「教育」「医療」
「介護」「環境」等々の生活を営む「生活者」であるという「潜在的当事者性」（上野谷 2016）の
目線を重視する地域福祉の推進を庁内に拡げるためには，さらなる工夫が求められた．
　生活困窮者自立支援法の施行に向けて，地域福祉課は，福祉部を越えた，庁内の横断的対応の
必要性を訴えるために，庁内の共通理解を図ることにした．当時，庁内では，各種主要課題につ
いてプロジェクト・チームを設置し対応する仕組みがあった．それを活用し，8部 17課が参加
する横断的な体制で，未確立な生活困窮者支援を検討した．その運営を担う地域福祉課は，ガイ
ドラインをともに作成するプロセスを通じて，「生活者」の目線が職員同士で共通認識できるよ
うに働きかけた．その結果，行政の様々な窓口から，生活困窮者が発掘できることにつながっ
た．
　一方，福祉をテーマとした庁内連携のプロジェクト・チームの実施は初めてであったが，既存
の仕組みを活用した，「場の設定」は組織内の承認を得られやすく，庁内全体の横断的体制への
働きかけに有用であった．以後，既にある仕組みを活用して，地域福祉の推進体制を進めていく
ことは，様々な場面で活用されるようになる．手法としては，計画という仕組みも積極的に活用
し，地域福祉計画の主要内容を総合計画や創生総合戦略等の上位計画にも位置づけ，地域福祉推
進体制の根拠をさらに強化した．
　４）局面③：庁内連携を越えた地域の横断的つながり（まちづくり）への挑戦
【全世代交流に向けたプロジェクト・チーム（2017年度）】行政改革の一環として，地域福祉課
がリードし 5部 17課の職員で構成した．高齢者や子ども，若者といったそれぞれの世代で支援
を行うのではなく，全世代が交流しながら，互いの生活を高めていこうという取り組みである．
　人材育成を含む行政改革プロジェクトをリードすることになった地域福祉課は，企業との連携
による全市的な取り組みを実施し，従来の福祉システムを越える，新たな挑戦に挑むことにな
る．市の行政改革は，阪神・淡路大震災後に発生した負債の返済等，厳しい財政状況の打開から
始まったが，近年に入り，行政組織の枠組みを越えて地域に拡がり，住民を含んだ多様な主体と
の協働にまで視野を広げている．行政改革のプロジェクトにも，住民との密接な関係や，様々な
会議体（場）の運営など，地域福祉課の横断的体制の進め方が大きく期待されている．
　社会福祉法の改正に伴い，学識経験者（平野）からの助言を得て，民間企業等とも連携した新
たな分野（まちづくり）での取り組みとしてプロジェクトを進めることになる．市職員が民間企
業等の 22団体へのインタビューを実施し，その結果を再び各団体にフィードバックしつつ，一
同が会した「こえる場！」を開催した．第 1回には，市職員を含めた 24団体の合計 72名が参加
した．地域貢献等を行う民間企業等が実現したい地域との関わりと行政や住民が求める地域共生
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社会の実現への一致点を探りながら，互いの強みを生かして新たな福祉を創造していく取り組み
のスタートである．
　こうしたまちづくりのアプローチの採用は，第 2次地域福祉計画の「わがまちベンチプロジェ
クト」の中でも取り入れられていた．支える側・支えられる側といった固定的な関係性による福
祉ではなく，支える側・支えられる側が協働をして住民自らの福祉を創造していこうとした取り
組みとして継続的に進められ，芦屋市総合交通戦略（2018年度）にも位置付けられた．庁内連
携体制を越えて，民間企業とのつながりによってまちづくりに拡がる試みは，新たな地域福祉推
進への挑戦であり，地方創生において福祉がけん引できる可能性としてもみることができる．
　５．考察：職員のリーダーシップが発揮される環境条件
　１）リーダーシップと組織体制整備との好循環
　「リーダーシップによる新規体制づくり（Ａ）」と「新規体制の運用に求められるリーダーシッ
プ（Ｂ）」は循環する（図 2）．芦屋市の事例では，中間マネジャーのリーダーシップ発揮が，制
度の狭間支援など，地域福祉推進体制の整備につながっていることが明らかに示されている．そ
の展開から，リーダーシップが明確に求められた局面がいくつか現れた．
図 2　リーダーシップと体制づくりの循環
　第 1に，既存の制度福祉では対応できない困難事例への対応である．制度の狭間におかれる本
人の課題だけではなく，市職員も業務の根拠がないという支援の狭間におかれバーンアウトにな
りかけていた．困難事例は組織の危機状況を示すものとなり，中間マネジャーは制度の狭間問題
に対応するリーダーシップだけでなく，組織の機能不全を乗り越えるための体制づくりへとリー
ダーシップを発揮する（図 2のベクトル A）．そこから，制度の狭間問題を権利擁護支援として
引き受けていく芦屋市独自の「トータルサポート体制」がつくられる．
　第 2に，新しくつくられたトータルサポート体制は，その運用において再びリーダーシップを
求める（図 2のベクトル B）．新しい組織体制が整備されたとしても，それが機能する業務体制
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は未確立であった．新体制の実体化のために，その運用においてのルールづくりに中間マネ
ジャーのリーダーシップが発揮されている．中間マネジャーは，困難事例への対応を通じて庁内
連携を進め，新体制の行政内での認知や承認を獲得している．
　第 3に，生活困窮者自立支援制度のように，国から示された新しい仕組みの導入においても，
中間マネジャーのリーダーシップが発揮されている．この段階では，中間マネジャーのリーダー
シップだけでなく，事務局を担う地域福祉課のリーダーシップも発揮されるようになる．これま
でのトータルサポート体制の対応等から培ってきた，権利擁護の観点からの横断的支援体制の進
め方が，新たな仕組みを検討するプロジェクトの運用においても活かされた．中間マネジャーの
リーダーシップが，地域福祉課のリーダーシップとして発展するが，その組織体制としてのリー
ダーシップ発揮は，行政改革のプロジェクトを実施する中で，より明確に現れる．
　上記で示されているように，中間マネジャーのリーダーシップ発揮は，地域福祉推進の組織整
備とともに展開されるが，それは新たな体制づくりと，それが有機的に機能する運用の実体化の
両方において求められている．つまり，リーダーシップの発揮は，次のリーダーシップの発揮を
求めつつ，地域福祉推進体制をステップアップさせる好循環を成している．その中で，リーダー
シップの発揮は賛同者を増やし，中間マネジャーから地域福祉課へ，さらに行政庁内へと，その
リーダーシップが組織全体へと拡がることになる．
　２）中間マネジャーのリーダーシップによる人材育成の環境整備
　本稿で注目するリーダーシップは，人々がもつ自発的主体性の発揮である．行政を取り巻く環
境は絶えず変化しており，それに対しての自治体職員のリーダーシップ発揮は，住民の生活その
ものの質に直結されるといえよう．とくに，既存の制度福祉システムを乗り越える地域福祉シス
テムでは，常に新たな体制整備を進める必要があり，自治体職員のリーダーシップ発揮に賭けて
いる部分が大きい．つまり，地域福祉の推進体制には，職員一人一人の主体性が求められる．
　芦屋市の事例では，中間マネジャーのリーダーシップは，既存体制の課題に対応しつつ，そこ
で生じている機能不全を補ったり，克服・解決しようとする取り組みを通じて現れている（図 1
を参照）．ここで注目すべき点は，2人のリーダーシップによるトータルサポート体制等の地域
福祉推進組織の整備が，他の職員のリーダーシップ発揮の環境整備として還元されていることで
ある（図 2のベクトル C）．そのような観点から，リーダーシップ発揮の局面を，リーダーシッ
プ発揮の環境整備として示すことができる．
　第 1に，困難事例への対応による成功体験からできたトータルサポート体制は，制度の狭間支
援ができる根拠として整備される．「今までやったことのないことをやる」という組織レベルで
の積極的な対応は，職員が根拠をもって狭間支援へのリーダーシップを発揮できる環境整備とな
る．
　第 2に，仕組みづくりへのかかわりは，職員のリーダーシップ発揮の動機づけにつながる．仕
組みづくりを考えることは，個別課題から地域全体の課題を捉える等，個別支援にとどめずに，
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仕組みの問題として捉える観点を求める．芦屋市での職員が集まる様々な場（プロジェクト会議
等）は仕組みづくりの場であり，日常の業務を越えてリーダーシップが発揮しやすい環境とな
る．
　第 3に，共有・共感の取り組みが広がる環境整備である．一人二人のリーダーシップでできる
ものには限界がある．2人の中間マネジャーは共有・共感のプロセスとともに組織整備を行って
きた．そのプロセスにおいては，「芦屋 GrowUpチャレンジ」や福祉部を越えた「プロジェク
ト・チーム」などによる場が活用されている．そこから，部下職員のリーダーシップが引き出さ
れる職員育成につながっている．
　第 4に，職員が地域に出ていく環境づくりである．地域に出る時間の確保はプロジェクトや計
画の推進において確保されている．地域に出て，自ら体験し思考するプロセスを体験すること
で，リーダーシップが発揮しやすくなる．これは福祉部を越えて，組織文化づくりとして拡がる
部分である．
　上記のように，2人のリーダーシップ発揮は，リーダーシップがより発揮しやすい組織整備と
なり，組織の人材育成そのものにつながっている．2人のリーダーシップが発揮できた環境を，
再び組織整備に反映しているという循環が起こっているのである．
　６．結論
　中間マネジャーのリーダーシップから，地域福祉の推進体制は単なる業務の範囲にとどまらな
いことがうかがわれる．地域福祉は，業務を越えて，自治体組織全体の新体制づくりに向かって
いる．それは，住民のアドボカシ（権利擁護）という行政職員としての原点に立ち返り，制度福
祉システムや行政組織システムそのものが抱えている課題や行き詰まりを問い続けることを求め
ている．そこから，職員のリーダーシップが発揮されるということである．
　そのようなリーダーシップ発揮による組織整備は，狭間の問題等，これまでやったことがない
新たな取り組みを進める上で，職員のリーダーシップが発揮できる条件整備として還元される．
その条件整備の概ねは，日々の業務に追われ埋もれないように，自ら日常の業務や仕事を俯瞰で
きるような場の確保につながっている．つまり，中間マネジャーのリーダーシップ発揮による組
織整備は，業務に埋もれない環境整備と，そこからの人材育成としてみることができる．
　こうした地域福祉推進の組織整備は，行政全体の新たな文化づくりにつながることができる．
芦屋市の事例は，中間マネジャーのリーダーシップが地域福祉課全体のリーダーシップとして進
み，それが行政組織全体の新たな組織文化づくりにつながる可能性を示している．地域福祉推進
の体制整備は，ボトムアップで組織改革を進める動力となり得るということである．
　最後に，本研究の限界について触れておく．本稿は中間マネジャーの成功体験を中心に分析し
ているため，失敗体験を通じたリーダーシップの分析は今後の課題となっている．
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注
１）社会福祉法 106条 3-1項に示されている自治体の環境整備・構築の規定等，いわゆる「地域力強化」
「多機関協働」の推進体制が自治体に求められている．なお，地域包括ケアシステムの構築においては
「地域マネジメント」（厚生労働省 2018）などの必要性が提起されている．
２）高浜市の福祉でまちづくりをはじめ，様々な自治体において，地域福祉計画等を用いた行政改革の試
みが，首長のリーダーシップによって示されている（朴 2009；朴・平野 2017）．
３）行政組織の変革の要素として，組織機構，制度の仕組み，職員の意識（組織文化・風土）を取り上げ
ることができるが，一番難しいのは職員の意識部分である（宮入他 2011）．
４）『日本の地域福祉』（日本地域福祉学会誌，第 32巻）では，芦屋市の取り組みを取り上げ，地域福祉
行政の形成における 3要素（地域福祉計画，組織整備，人材育成）について分析した．
５）中間マネジャーは，管理者であり，それぞれの部門のマネジメントに責任を持つ，現場の部下に関わ
る係長，意思決定の中心である課長，トップに近い部長等が含まれる（田尾 2015）．
６）マネジャーとリーダーは，厳密には役割行動が相違している．リーダーシップは対人的な影響力で，
フォロワーという影響の受け手がいて，リーダーという送り手が存在するが，リーダーそのものとして
影響力を部下に及ぼす（田尾 2015：73-74）．
７）クロノスとカイロスは，時間を意味するギリシア語である．クロノスは量的に計測可能な形式的時間
であり，カイロスは「切断する」という言葉に由来する，チャンスやタイミングのように人の意志で自
らつかみ意識化される時間である（岩村 2008）．
８）時間的展開の分析においては，「経路依存（path dependence）」の分析視点は有用である．「経路依存」
は，制度・政策的変化を捉える分析方法として広く知られているが，漸進的変化の過程を分析する概念
としても幅広く用いられている．一定の方向性が定まると，その方向性に向かった強化が生じる．時間
的展開において，その方向性（経路）への「はじまり：founding moments」と，強化過程となる「重
大局面：critical juncture」に焦点を当てることができる（Pierson2010）．
９）縦割りの組織においては，仕事が増えることを極端に嫌う風潮があり，業務を新たに求めることは，
当時の組織にとっては異例であった．
10）権利擁護支援センターは，地域発信型ネットワークの前身である高齢者支援のネットワークから課題
が抽出され設置に至ったもので，事例 A以前のケース等が積み上げられ構想されたが，センターをス
タートさせるときの行政側の質の担保の確立には，事例 Aの存在が大きかった．
11）典型的な「8050」事例として脚色した．
12）細井洋海（2018）「多問題複合支援ニーズを抱えた世帯の支援－庁内連携の推進による包括的支援体
制の構築」『保健師ジャーナル』医学書院，第 74巻第 7号，579-586.から抜粋した事例である．
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